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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第３四半期連結
累計期間

第58期
第３四半期連結
累計期間

第57期
第３四半期連結
会計期間

第58期
第３四半期連結
会計期間

第57期

会計期間

自平成21年
２月１日
至平成21年
10月31日

自平成22年
２月１日
至平成22年
10月31日

自平成21年
８月１日
至平成21年
10月31日

自平成22年
８月１日
至平成22年
10月31日

自平成21年
２月１日
至平成22年
１月31日

売上高（百万円） 55,669 55,943 20,443 20,079 77,896

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）　
94 △1,139 388 40 483

四半期（当期）純損失(△）      

（百万円）
△595 △1,022 △11 △227 △671

純資産額（百万円） － － 19,614 18,005 19,569

総資産額（百万円） － － 39,653 38,101 40,888

１株当たり純資産額（円） － － 2,652.092,427.542,640.11

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△81.33 △139.66 △1.60 △31.02 △91.74

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 48.9 46.6 47.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
57 △2,498 － － 3,337

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△842 △414 － － △1,060

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△325 △700 － － △588

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 3,183 2,356 5,985

従業員数（人） － － 1,322 1,323 1,293

　

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な

変更はありません。また主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

　

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成22年10月31日現在

従業員数（人） 1,323(684)

　（注）  従業員数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含むほか、嘱託を含んでおります。）であり、（　）内に臨時従業員としてパートタイマー、アルバ

イト及び派遣社員の当第３四半期連結会計期間の平均人員（１日８時間換算）を外数で記載しております。

 

（２）提出会社の状況

 平成22年10月31日現在

従業員数（人） 658 (548)

　（注）　従業員数は、就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含むほか、嘱託を含んでおり

ます。）であり、（　）内に臨時従業員としてパートタイマー、アルバイト及び派遣社員の当第３四半期会計期

間の平均人員（１日８時間換算）を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

　製造卸売グループの表記は、従来「総合チャネル卸売事業」、「ＯＥＭ事業」と区分表記しておりましたが、「総合

チャネル卸売事業」においてもＯＥＭに類似した取引が拡大しており、事業の実態を現しにくくなってきているた

め、一括表記に変更いたしました。

　また、「百貨店系ＳＰＡ事業」は当事業の出店状況が、百貨店・ファッションビル・ショッピングセンターと多岐に

わたってきており、事業の実態をご理解しやすくするため、「キャリア＆ミセス系ＳＰＡ事業」へ事業の名称を変更

いたしました。

（１）仕入実績

　当第３四半期連結会計期間における事業部門別の仕入実績は、次のとおりであります。　

区分 金額（百万円） 前年同期比（％）

　　製造卸売グループ 14,781 +4.7

　　ＳＰＡ

　　グループ

渋谷１０９系ＳＰＡ事業 1,095 △3.8

キャリア＆ミセス系ＳＰＡ事業 770 △17.1

小計 1,866 △9.8

消去 △78 －

合計 16,569 +4.1

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

（２）販売実績

当第３四半期連結会計期間における事業部門別の販売実績は、次のとおりであります。　

区分 金額（百万円） 前年同期比（％）

　　製造卸売グループ 16,737 △0.3

　　ＳＰＡ

　　グループ

渋谷１０９系ＳＰＡ事業 2,229 △1.0

キャリア＆ミセス系ＳＰＡ事業 1,199 △27.4

小計 3,428 △12.2

消去 △86 －

合計 20,079 △1.8

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
　　至　平成21年10月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年８月１日
　　至　平成22年10月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

株式会社しまむら 2,422 11.9 3,351 16.7

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

（１） 商標使用契約の締結

 当第３四半期連結会計期間において新たに締結した重要な商標使用契約は次のとおりであります。 

①　提出会社

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

株式会社パートナー　 商標ライセンス契約　
商標TRAVELISTに係わる

契約

自 平成22年８月１日

至 平成25年１月31日

（以降、１年毎の更新契約）　

（注）　上記商標使用契約については、対価として一定率のロイヤリティを支払っております。

　

②　子会社

　　株式会社ヴェント・インターナショナル　

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

豊田通商株式会社 商標サブライセンス契約
登録商標KILIWATCHに係

わる契約 

自 平成22年８月１日

至 平成27年７月31日

(以降、協議の上更新契約)

（注）　上記商標使用契約については、対価として一定率のロイヤリティを支払っております。 

（２） 商標使用契約の解約

　　該当事項はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出関連企業の業績回復が鈍化していることや、政府による緊急

経済対策などの効果の勢いが薄れるなど企業収益の改善に陰りが見え始めており、雇用や所得環境の好転も見られ

ず、個人消費は引き続き低迷しております。

当アパレル業界では、消費者の生活防衛意識から買い控え傾向が続く中、記録的な猛暑の影響もあり百貨店、チェー

ンストアの衣料販売も低迷を続けております。

このような状況におきまして、製造卸売グループでは、組織体制の変更による商品企画・販売・生産・物流の効率

化、無店舗チャネル・専門店チャネルへの拡販とともに、大手ＧＭＳへ売場改革のための商品提案を行ってまいりま

した。ＳＰＡグループでは、中核である渋谷１０９系ＳＰＡ事業の拡大に取り組んでまいりました。

　以上の結果、売上高は、厳しい市況と気候による影響から秋物商品が低調であったことにより200億79百万円(前年同

期比1.8％減)となりました。

　製造卸売グループの売上高は前年同期比0.3％減となりました。これは無店舗チャネル、専門店チャネルは伸長しま

したが、量販店チャネルが落込んだことによります。

　ＳＰＡグループの売上高は前年同期比12.2％減となりました。これは渋谷１０９系ＳＰＡ事業は前年同期比微減と

なり、キャリア＆ミセス系ＳＰＡ事業において不採算店舗の撤退や事業整理を行ったことによります。

　営業損益は、33百万円の損失(前年同期は３億20百万円の営業利益)となりました。 

　これは、秋物商品の苦戦により、売上総利益が55億70百万円(前年同期比5.2％減)となり、販売費及び一般管理費が56

億３百万円（前年同期比0.9％増)となったことによります。

　経常利益は、40百万円(前年同期比89.6％減)となりました。

　これは、営業外費用が８百万円（前年同期は15百万円）となったものの、営業外収益が為替差益等により81百万円

（前年同期は83百万円）となったことによります。

　四半期純損益は２億27百万円の四半期純損失(前年同期は11百万円の四半期純損失)となりました。
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　これは、投資有価証券評価損等１億83百万円の特別損失等により税金等調整前四半期純損失が１億30百万円（前年

同期は税金等調整前四半期純利益が２億４百万円）となり、法人税等調整額が98百万円（前年同期は１億93百万円）

となったこと等によります。

　

（２）財政状態の分析 

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、381億１百万円となり、前連結会計年度末に比べ27億87百万円の減少と

なりました。

流動資産は、252億77百万円となり、前連結会計年度末に比べ19億13百万円の減少となりました。流動資産の減少

の主な要因は、現金及び預金の減少33億16百万円であります。

固定資産は、128億24百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億73百万円の減少となりました。固定資産の減少

の主な要因は、のれんの減少３億20百万円、有形固定資産の減少２億59百万円であります。

 

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末の負債は、200億95百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億24百万円の減少とな

りました。

流動負債は、182億２百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億12百万円の減少となりました。流動負債の減少

の主な要因は、支払手形及び買掛金の減少５億86百万円、短期借入金の減少２億円であります。

固定負債は、18億92百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億13百万円の減少となりました。固定負債の減少の

主な要因は、長期借入金の減少１億45百万円、退職給付引当金の減少36百万円であります。 

 

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、180億５百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億64百万円の減少と

なりました。純資産の減少の主な要因は、利益剰余金の減少13億15百万円であります。

　

　（３）キャッシュ・フローの状況 

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末

に比べ23億21百万円減少し、23億56百万円となりました。 

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、19億88百万円（前年同期は使用した資金23億19百万円）となりました。これは、税

金等調整前四半期純損失が１億30百万円（前年同期は税金等調整前四半期純利益２億４百万円）となり、仕入債務の

増加が19億54百万円（前年同期は19億69百万円増加）となったものの、売上債権の増加24億74百万円（前年同期は38

億99百万円増加）、たな卸資産の増加22億84百万円（前年同期は14億83百万円増加）となったこと等によるものであ

ります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、１億９百万円（前年同期は得られた資金１億28百万円）となりました。これは、有

形固定資産の取得による支出62百万円（前年同期は３億77百万円）等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、２億13百万円（前年同期は３億78百万円）となりました。これは、配当金の支払１

億43百万円（前年同期は１億43百万円）、長期借入金の返済による支出70百万円（前年同期は長期借入金による収入

４億円）等によるものであります。
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　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありませ

ん。また、新たに生じた課題はありません。  

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次のと

おりであります。

 

 ① 基本方針の内容 

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務及び事業の内容、当社グループの独

自性及び当社グループの企業価値の源泉を十分に理解し、当社が中長期的な経営を行っていくことで当社の企業価値

・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保し、向上していくことを可能とする者である必要があると考えておりま

す。

　当社が既存の事業の強化及び新規事業の拡大を実現し、企業価値を向上させていくためには、当社の独自性を十分理

解した上で、中長期的な視点に立った経営を行っていくことが必要となります。

　具体的には、「グループ総合力」、「商品開発力」、「生産力」、「販売力」及び「ブランド力」の維持・強化のため

の既存の事業の強化及び新規事業の拡大等に重点を置いた経営が必要不可欠となります。当社の株式の大量買付を行

う者がこれら当社グループの企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当

社の企業価値・株主共同の利益は毀損されることになります。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置をとるこ

とにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えます。　　

 ② 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社が、当社グループの企業価値の源泉である「グループ総合力」、「商品開発力」、「生産力」、「販売力」及び

「ブランド力」の維持・強化を今後も継続的に実践していくためには、(ⅰ) 当社グループの商品開発力及び生産力、

販売力、ブランド力及びグループ総合力の根幹となる人的資源及びノウハウの確保・充実、(ⅱ) 当社グループ内の人

的資源及びノウハウを有機的に結合させる当社独自のＤＩＶ（ディヴィジョン）制の維持、(ⅲ) 契約工場及び仕入

先、並びに量販店、専門店、百貨店等の小売店等といった取引先との信頼関係の維持、(ⅳ) 当社グループ全体での更な

るノウハウの獲得のためのＳＰＡ事業やＯＥＭ事業のパートナーとの信頼関係の維持、(ⅴ)当社及び子会社間のシナ

ジーを最大限発揮するための当社グループ体制の維持が、不可欠であります。

　そして、当社は、それぞれのグループ内の各事業の特性を深化させつつ、商品開発ノウハウ、商品供給力及び人材等の

グループ内の経営資源を有機的に結合させ、その有効活用を図ることによりシナジー効果を発揮するとともに、当社

グループの事業規模を拡大し、収益性を向上・安定化させることにより、企業価値の向上を目指しております。具体的

には、以下の施策の維持・強化を図っております。

(a) グループ総合力の維持・強化

　当社グループ各社は、それぞれの得意分野への集中を図りつつ、当社グループ間の連携によるシナジー効果を発揮

し、「グループ総合力」の維持・強化を図っております。

(b) 商品開発力の維持・強化　

  総合チャネル卸売事業では、流行を的確に捉えた商品をタイムリーに企画するため、当社独自の組織体制として、Ｄ

ＩＶ制を採用しております。このＤＩＶ制においては、それぞれの商品別に各ＤＩＶが企画から生産販売までを一括

管理しており、各ＤＩＶが担当商品に特化しつつ機動的な商品開発に取り組むことを可能としております。

(c) 生産力の維持・強化

  当社は、高品質かつ低コストの商品を、タイムリーかつ多量に生産供給することを実現するため、生産のほとんどを

信頼関係のある海外の契約工場に委託するとともに、多量の原材料・商品を外部から仕入れているほか、効率的な生

産及び在庫管理を実現するノウハウを蓄積し続けております。

(d) 販売力の維持・強化

  総合チャネル卸売事業においては、量販店に対し、各ＤＩＶが企画生産する単品商品を販売するのみならず、ライセ

ンスブランド商品やハウスブランド商品の充実によりコーディネート売場を提案・拡充する販売促進活動を推進強

化する一方、ＯＥＭ事業においては、専門店に対し、各社ブランドのＯＥＭを中心として販売の拡大を展開しておりま

す。
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(e) ブランド力の維持・強化

  総合チャネル卸売事業では、ハウスブランドの育成強化、ライセンスブランドの拡充や「マスターライセンス」の

取得等を、ＯＥＭ事業では、著名ブランドへの受注拡大を図っております。

　また、当社は、引き続きコーポレート・ガバナンスの更なる強化を図っていく所存です。当社は、営業関連部門の業務

執行機関として執行役員制度を採用し、各部門には担当執行役員を配して業務執行に関わる決定及び実行指揮・監督

にあたらせる一方、管理部門の主要部門には、担当取締役を配し、部門間の連携を取りつつコンプライアンスの徹底、

業務の迅速化及び効率化に努めております。

　

 ③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組

　　

　　み

  当社は、平成22年４月23日開催の第57回定時株主総会において、買収防衛策の内容の一部について改定を行い、継続

すること（改定後の買収防衛策を（「本プラン」といいます。）に株主の皆様のご承認を頂きました。

  本プランは、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当社が、当該買付等についての情報収集、検討等を行う

期間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行っていくこ

とにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的としております。

　本プランは、(i)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付その他の取得、

もしくは(ii)当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及びその特別関係者の株券

等所有割合の合計が20%以上となる公開買付け、もしくはこれに類似する行為、又はこれらの提案（当社取締役会が本

プランを適用しない旨別途決定したものを除き、以下、併せて「買付等」といいます。）を適用対象とし、こうした場

合に上記目的を実現するために必要な手続を定めております。

  当社の株券等について買付等が行われる場合、買付等の開始又は実行に先立ち、買付等を行う者（以下「買付者

等」といいます。）には、本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面及び買付等の内容の検討

に必要な情報の提出を求めます。その後、買付者等から提出された情報、当社取締役会の買付者等による買付等の内容

に対する意見、その根拠資料及び代替案（もしあれば）等が、当社経営陣から独立した社外者のみから構成される独

立委員会に提供され、原則として最長60日間（延長を行う場合、原則として、30日間を上限とし、再延長できないもの

とします。）の検討作業を経るものとします。

　独立委員会は、必要に応じて、独立した第三者の助言を独自に得たうえ、買付者等の買付等の内容の検討、当社取締役

会による代替案の提示を行います。

　当社は、本プランの各手続の進捗状況やその他独立委員会又は当社取締役会が適切と考える事項について、適時に情

報開示を行います。

  独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、又は買付者等の買付等の内容の検討、買

付者等との協議・交渉の結果、買付者等による買付等が当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らすおそれのある買付等である場合等、本プランに定める要件のいずれかに該当し、後述する新株予約権の無償割当

てを実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施するこ

とを勧告します。

  当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重して速やかに新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等を決議

いたします。なお、独立委員会が新株予約権の無償割当ての実施の勧告を行うに際して、株主意思の確認を得るべき旨

の留保を付した場合には、当社取締役会は、株主意思確認総会を招集し、新株予約権の無償割当ての実施に関する株主

の皆様の意思を確認するものとし、新株予約権の無償割当ての実施につき株主意思確認総会において別段の決議がな

された場合には、当社取締役会は当該決議に従います。

　当社取締役会が新株予約権の無償割当ての実施を決議した場合、当社は、買付者等を含む特定買付者等や非居住者に

よる権利行使が原則として認められないとの行使条件及び当社が特定買付者等以外の者から当社株式１株と引換え

に原則として新株予約権１個を取得することができる旨の取得条項等が付された新株予約権を、当社が別途定める割

当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主に対して、その保有する当社株式１株につき新株

予約権１個の割合で、無償にて割り当てます。

  本プランの有効期間中であっても、新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に直接具体的な

影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権の無償割当てが実施された場合、株主の皆様

が新株予約権の行使の手続を行わなければ、その保有する株式が希釈化される場合があります（但し、当社が、特定買

付者等以外の株主の皆様から当社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、特定買付者等以外の株主の皆様

の株式の希釈化は原則として生じません。）。

（注）本プランの詳細な内容は、インターネット上の当社ウェブサイト

       （アドレスhttp://www.crossplus.co.jp/ir/pdf/news/100316.pdf）に掲載しております。
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 ④ 上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

(a)基本方針の実現に資する特別な取組み（上記②の取組み）について

  上記②に記載した企業価値向上のための取組みやコーポレート・ガバナンスの強化のための取組みといった各施

策は、当社の企業価値・株主共同の利益を最大化させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに基本

方針の実現に資するものです。従って、これらの各施策は、基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利益に合致

するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

(b)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組

   み（上記③の取組み）について

  本プランは、上記③に記載のとおり、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としたもの

であり、基本方針に沿ったものであり、また以下の理由により当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと

判断しております。

・株主総会にて株主の皆様の承認を得て改定及び継続されたものであり、有効期限満了前であっても、株主総会にお

いて本新株予約権の無償割当てに関する事項を決定する権限を当社取締役会への委任を撤回する旨の決議が行われ

た場合又は取締役会において廃止の決議が行われた場合はその時点で廃止されること、また、当社取締役会は、一定の

場合に、本プランの発動の是非について、株主意思確認総会において株主の皆様の意思を確認するものとされ、株主の

皆様の意思を重視するものであること。

・独立性のある社外者のみから構成される独立委員会を設置しており、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の

判断を経ることが必要とされていること。

・独立委員会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値・株主共同の

利益に適うように透明な運営が行われる仕組みが確保されていること。

・本プランの内容として、本プランの発動に関する合理的かつ詳細な客観的要件が設定されており、当社取締役会に

よる恣意的な発動を防止する仕組みを確保していること。

・独立委員会は、当社の費用で独立した第三者の助言を得ることができることとされており、独立委員会による判断

の公正性・客観性が担保される仕組みとなっていること。

・当社取締役の任期は１年とされており、毎年の取締役選任を通じて、本プランにつき株主の皆様の意向を反映させ

ることが可能なこと。

　

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。 

　 

EDINET提出書類

クロスプラス株式会社(E02967)

四半期報告書

 9/34



第３【設備の状況】
     １　主要な設備の状況 

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画しておりました設備の新設、除却等の計

画の完了の他に主要な設備に重要な異動はありません。　

　　２　設備の新設、除却等の計画

（１）重要な設備計画の完了

 　 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

  について完了したものは次のとおりであります。

 

会社名
事業所名
（所在地）

事業部門の名称 設備の内容
設備投資額
（百万円）

完了年月
完成後の

増加能力

株式会社

ヴェント・

インターナショナル 

LIZLISA

銀座松坂屋店

（東京都中央区）

渋谷109系

ＳＰＡ事業
店舗設備 17平成22年10月

売場面積

増加

KILIWATCH

ららぽーと

TOKYO-BAY店

（千葉県船橋市）

渋谷109系

ＳＰＡ事業
店舗設備 29平成22年10月

売場面積

増加

　

（注）１　上記事業所は建物の全部を賃借しております。　

　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

　　　　　

（２）重要な設備計画の変更

　　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

　について、重要な変更はありません。

 

（３）新たに確定した重要な設備計画

　　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画

　はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 31,600,000

計 31,600,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末　
現在発行数（株）
（平成22年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年12月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,718,800 7,718,800

  東京証券取引所市場  

第二部及び名古屋証券 

取引所市場第二部

単元株式数は100株 

計 7,718,800 7,718,800 － －

　（注）　提出日現在の発行数には、平成22年12月１日からこの四半期報告書提出日までの旧商法に基づき付与された新株

引受権、又は新株予約権の行使により発行された株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の状況

（平成12年11月13日臨時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年10月31日）

新株予約権の数 －

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －　　　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（注）５ 53,800株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,250円

新株予約権の行使期間
　　　　　　　　平成14年11月14日から　　        

　　　　　　　　平成22年11月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

　　　　　　　　発行価格　　 1,250円

　　　　　　　　資本組入額　　 625円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　権利付与後、当社が時価を下回る価額で新株発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げます。

    
既発行株式数 ＋

（新規発行株式数×１株当たり払込金額）

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

また、株式分割又は併合を行う場合、発行価額は当該分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるものと

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

２　権利付与後、当社が株式分割又は併合を行う場合、新株引受権により発行される株式の数は、次の算式により

調整されるものとし、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

３　新株引受権の行使の条件は、次のとおりであります。

①　権利行使に係わる価額の１年間の合計額が１千万円を超えないこと。

②　次に定める場合は、新株引受権を喪失する。

(a）定年退職以外の事由により退職した場合

(b）禁固以上の刑に処せられた場合

(c）当社の就業規則により懲戒解雇又は諭旨退職の制裁を受けた場合

(d）当社以外の衣料品販売業を目的とする会社の役職員に就任した場合（当社の書面による承諾を事前に

得た場合を除く。）

(e）その他の条件については、平成12年11月13日開催の臨時株主総会決議及び同日開催の取締役会決議に基

づき、当社と付与対象者との間で締結した「新株引受権付与契約証書」に定める。

４　新株引受権の譲渡、担保権の設定をすることはできません。

５　新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、新株引受権の行使によ

り発行された株式数及び退職により権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じておりま

す。
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（平成14年３月26日臨時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年10月31日）

新株予約権の数  －

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　 －　　 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（注）５ 96,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,250円

新株予約権の行使期間
　　　　　　　平成16年３月27日から

　　　　　　　平成24年３月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

　　　　　　　発行価格　　 1,250円

　　　　　　　資本組入額　　 625円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －　

　（注）１　権利付与後、当社が時価を下回る価額で新株発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げます。

    
既発行株式数 ＋

（新規発行株式数×１株当たり払込金額）

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

また、株式分割又は併合を行う場合、発行価額は当該分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるものと

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

２　権利付与後、当社が株式分割又は併合を行う場合、新株引受権により発行される株式の数は、次の算式により

調整されるものとし、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

３　新株引受権の行使の条件は、次のとおりであります。

①　権利行使に係わる価額の１年間の合計額が１千万円を超えないこと。

②　次に定める場合は、新株引受権を喪失する。

(a）定年退職以外の事由により退職した場合

(b）禁固以上の刑に処せられた場合

(c）当社の就業規則により懲戒解雇又は諭旨退職の制裁を受けた場合

(d）当社以外の衣料品販売業を目的とする会社の役職員に就任した場合（当社の書面による承諾を事前に

得

　　た場合を除く。）

(e）その他の条件については、平成14年３月26日開催の臨時株主総会決議及び同日開催の取締役会決議に基

づき、当社と付与対象者との間で締結した「新株引受権付与契約証書」に定める。

４　新株引受権の譲渡、担保権の設定をすることはできません。

５　新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、新株引受権の行使によ

り発行された株式数及び退職により権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じておりま

す。
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②　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

（平成18年４月25日定時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年10月31日）

新株予約権の数 　1,960個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　 －　 

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（注）６ 　196,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり3,200円

新株予約権の行使期間
　　　　　　　平成20年５月１日から

　　　　　　　平成25年４月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

　　　　　　　発行価格　　　3,200円

　　　　　　　資本組入額　　1,600円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　　　－　　 

　（注）１　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株であります。なお、新株

予約権を発行する日（以下「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行な

う場合、付与株式数を次の算式により１株未満の端株を切り捨てて調整し、新株予約権の目的となる株式の

総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却されていない新株予約権の総数を乗じた数としており

ます。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行なう場合等、付与株式数の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で付与

株式数を調整し、新株予約権の目的となる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却され

ていない新株予約権の総数を乗じた数としております。

２　新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当た

りの払込金額（以下「払込価額」という。）に付与株式数を乗じた金額としております。なお、発行日以降、

以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整するものとしております。

①　当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

②　当社が時価を下回る価額で当社普通株式について、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約

権の行使、転換予約権付株式の転換予約権の行使、「商法等の一部を改正する等の法律」（平成13年法律

第79号）附則第５条第２項の規定並びに商法第221条ノ２の規定（単元未満株式の受渡請求）に基づく自

己株式の譲渡及び「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）施行前の転換社債の転換の

場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また自己株式を処分する場合、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとします。

③　当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じ

たときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で払込価額を調整するもの

とします。 
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３　新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。

①　対象者は、権利行使時において当社の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員の地位にあるこ

と。

②　その他の条件については、平成18年４月25日開催の定時株主総会決議及び平成18年４月27日開催の取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」により定める。

４　新株予約権の消却事由及び条件については、当社は、いつでも、当社が取得し保有する未行使の新株予約権を、

無償にて消却することができるものとしております。

５　新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要するものとしております。

 　　 　６  新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、権利を喪失した者の　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　            新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

  当社は、平成18年４月25日開催の第53回定時株主総会において、買収防衛策の導入を決議しております。ま

た、平成22年４月23日開催の第57回定時株主総会において、買収防衛策の継続を決議しておりますが、当該買収

防衛策に基づく新株予約権は発行しておりませんので、該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年８月１日～　　

平成22年10月31日 
－ 7,718,800 － 1,944 － 2,007

 

（６）【大株主の状況】

　　　　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま　

　　　せん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができませんの

で、直前の基準日である平成22年７月31日現在で記載しております。　　

①【発行済株式】 

                                                                               平成22年７月31日現在

 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式　　　 400,900　　　

　　　　　　
－ －

完全議決権株式（その他）          普通株式　　 7,314,500 73,145 －

単元未満株式 普通株式　　　   3,400 － －

発行済株式総数 7,718,800 － －

総株主の議決権 － 73,145 －

  

②【自己株式等】

                                                                                平成22年７月31日現在 

所有者の氏名 　　　　　
　　　又は名称

所有者の住所
　自己名義   
所有株式数
（株）

他人名義  
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数　　
に対する所有　　　　
　株式数の割合

(％)

クロスプラス株式会社
名古屋市西区花の木三丁目

９番13号
400,900 － 400,900 5.19

計 － 400,900 － 400,900 5.19

 （注）平成22年10月31日現在の自己株式は、400,900株であります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年　
２月

３月 ４月　 ５月　 ６月　 ７月 ８月 ９月 10月

最高（円） 879 842 886 855 874 844 807 798 763

最低（円） 806 800 814 801 820 789 786 746 727

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

(1) 新任役員

　　該当事項はありません。

(2) 退任役員 

　　該当事項はありません。

(3) 役職の異動 

　　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年８月１日から平

成21年10月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年２月１日から平成21年10月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年８月１日から平成22年10月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年10月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,669 5,985

受取手形及び売掛金 ※5
 15,942

※5
 17,117

商品 5,442 3,411

貯蔵品 45 30

その他 1,215 658

貸倒引当金 △39 △13

流動資産合計 25,277 27,190

固定資産

有形固定資産 ※1,※2
 6,246

※1,※2
 6,505

無形固定資産

のれん 449 769

その他 1,006 1,214

無形固定資産合計 1,456 1,984

投資その他の資産 ※3
 5,121

※3
 5,208

固定資産合計 12,824 13,697

資産合計 38,101 40,888

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※5
 13,484

※5
 14,070

短期借入金 1,600 1,800

1年内返済予定の長期借入金 214 281

未払法人税等 27 201

賞与引当金 257 121

返品調整引当金 89 84

ポイント引当金 64 60

事業整理損失引当金 44 －

その他 2,421 2,593

流動負債合計 18,202 19,214

固定負債

長期借入金 239 384

退職給付引当金 1,226 1,262

役員退職慰労引当金 326 307

その他 100 150

固定負債合計 1,892 2,105

負債合計 20,095 21,319
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年１月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,944 1,944

資本剰余金 2,007 2,007

利益剰余金 14,401 15,716

自己株式 △532 △531

株主資本合計 17,821 19,136

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 119 205

繰延ヘッジ損益 △140 △6

為替換算調整勘定 △35 △15

評価・換算差額等合計 △57 183

少数株主持分 241 248

純資産合計 18,005 19,569

負債純資産合計 38,101 40,888
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年10月31日)

売上高 55,669 55,943

売上原価 40,082 40,727

売上総利益 15,587 15,215

返品調整引当金戻入額 80 84

返品調整引当金繰入額 75 89

差引売上総利益 15,592 15,210

販売費及び一般管理費 ※
 16,889

※
 16,583

営業損失（△） △1,296 △1,373

営業外収益

受取利息 17 7

受取配当金 45 47

為替差益 － 69

デリバティブ解約益 1,222 －

その他 151 134

営業外収益合計 1,436 258

営業外費用

支払利息 28 12

賃貸収入原価 10 9

その他 6 2

営業外費用合計 45 25

経常利益又は経常損失（△） 94 △1,139

特別利益

投資有価証券売却益 1 12

償却債権取立益 0 －

特別利益合計 1 12

特別損失

固定資産売却損 3 －

減損損失 56 11

投資有価証券評価損 135 86

事業整理損失引当金繰入額 － 44

事業整理損 153 －

その他 165 66

特別損失合計 514 208

税金等調整前四半期純損失（△） △418 △1,335

法人税、住民税及び事業税 53 40

法人税等調整額 131 △346

法人税等合計 184 △305

少数株主損失（△） △7 △7

四半期純損失（△） △595 △1,022
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年８月１日
　至　平成21年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年８月１日
　至　平成22年10月31日)

売上高 20,443 20,079

売上原価 14,546 14,484

売上総利益 5,896 5,595

返品調整引当金戻入額 55 64

返品調整引当金繰入額 75 89

差引売上総利益 5,876 5,570

販売費及び一般管理費 ※
 5,555

※
 5,603

営業利益又は営業損失（△） 320 △33

営業外収益

受取利息 4 2

受取配当金 1 1

為替差益 41 36

その他 36 41

営業外収益合計 83 81

営業外費用

支払利息 9 3

賃貸収入原価 3 3

その他 3 1

営業外費用合計 15 8

経常利益 388 40

特別利益

投資有価証券売却益 1 12

貸倒引当金戻入額 9 －

特別利益合計 10 12

特別損失

減損損失 － 7

投資有価証券評価損 135 86

事業整理損失引当金繰入額 － 44

事務所移転費用 48 －

その他 11 44

特別損失合計 195 183

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

204 △130

法人税、住民税及び事業税 14 10

法人税等調整額 193 98

法人税等合計 208 108

少数株主利益又は少数株主損失（△） 8 △11

四半期純損失（△） △11 △227
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △418 △1,335

減価償却費 616 633

減損損失 56 11

のれん償却額 300 320

賞与引当金の増減額（△は減少） 135 135

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 38 44

受取利息及び受取配当金 △62 △54

支払利息 28 12

デリバティブ解約益 △1,222 －

投資有価証券評価損益（△は益） 135 86

事業整理損失 153 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,794 1,172

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,056 △2,046

仕入債務の増減額（△は減少） △48 △585

その他 △482 △691

小計 △32 △2,295

利息及び配当金の受取額 66 55

利息の支払額 △28 △12

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △337 △196

デリバティブ解約による収入 494 －

その他 △105 △48

営業活動によるキャッシュ・フロー 57 △2,498

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △100

定期預金の払戻による収入 500 －

有形固定資産の取得による支出 △893 △209

子会社株式の取得による支出 △680 －

差入保証金の差入による支出 △53 △40

差入保証金の回収による収入 269 66

その他 14 △130

投資活動によるキャッシュ・フロー △842 △414

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △275 △200

長期借入れによる収入 400 －

長期借入金の返済による支出 △151 △211

自己株式の取得による支出 △8 △0

配当金の支払額 △290 △289

財務活動によるキャッシュ・フロー △325 △700

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 △15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,114 △3,628

現金及び現金同等物の期首残高 4,298 5,985

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,183

※
 2,356
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

        該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日　
　  至　平成22年10月31日）　

（四半期連結損益計算書関係） 

　　前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「為替差益」は、営業外収益総額の　

　100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記しております。なお、前第３四半期連結累計期間　

　の営業外収益の「その他」に含まれる「為替差益」は20百万円であります。　

　　前第３四半期連結累計期間において、特別損失に区分掲記しておりました「事業整理損」は、特別損失総額の100

　分の20以下となったため、当第３四半期連結累計期間より特別損失の「その他」に含めて表示しております。なお、

　当第３四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「事業整理損」は31百万円であります。　

　　前第３四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めていた「事業整理損失引当金繰入額」は、特別

　損失総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記しております。なお、前第３四半期連

　結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「事業整理損失引当金繰入額」は38百万円であります。　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」に区分掲記しておりました「事業整

　理損失」は、金額的重要性が減少したため、当第３四半期連結累計期間より「営業活動によるキャッシュ・フロー」

　の「その他」に含めて表示しております。なお、当第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロ　

　ー」の「その他」に含まれる「事業整理損失」は31百万円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年10月31日）

　１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

　２．法人税等並びに繰延税金資産及び

繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に

は、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法を適用しており、前連結会計年度末以降に経営環境等、又

は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年

度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングに当該著しい

変化の影響を加味したものを利用する方法を適用しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。　

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間　
（自　平成22年２月１日
至　平成22年10月31日）　

　（事業整理損失引当金）

　　　事業整理に伴う損失に備えるため、当第３四半期連結会計期間末における見込額を計上しております。内容はＳＰＡグ

ループキャリア＆ミセス系ＳＰＡ事業においてＡＷＡＷ事業及びマリクレール事業の撤退を決定したことに伴う損

失見込額44百万円であります。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年10月31日）

前連結会計年度末
（平成22年１月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、4,419百万円であ

ります。 

※２　保険差益による圧縮額35百万円を取得価額より直接

    減額しております。 　

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、4,112百万円であ

ります。

※２　保険差益による圧縮額35百万円を取得価額より直接

減額しております。

※３  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 64百万円 投資その他の資産 18百万円

　４　当座貸越契約

　当社及び連結子会社（株式会社ヴェント・インター

ナショナル）においては、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しており

ます。当第３四半期連結会計期間末日における当座貸

越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額 　　　　6,350百万円

借入実行残高 　　　　1,600百万円

差引額   　　　  4,750百万円

※５　四半期連結会計期間末日満期手形等の処理方法

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休

日のため、四半期連結会計期間末日満期手形が期末残

高に次のように含まれております。

受取手形 　　　　14百万円

支払手形 　　　　23百万円

　また、四半期連結会計期間末日が決済日となってい

る売掛金及び買掛金は実際の決済日に処理しておりま

すので、四半期連結会計期間末日決済売掛金及び買掛

金が期末残高に次のように含まれております。

売掛金 　　　　639百万円

買掛金 　　　　509百万円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

　４　当座貸越契約

　当社及び連結子会社（株式会社ヴェント・インター

ナショナル）においては、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しており

ます。当連結会計年度末における当座貸越契約に係る

借入金未実行残高等は次のとおりであります。

　

当座貸越極度額 　　　　5,350百万円

借入実行残高 　　　　1,800百万円

差引額   　　　  3,550百万円

※５　連結会計年度末日満期手形等の処理方法

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度末日は金融機関の休日のため、連結会

計年度末日満期手形が期末残高に次のように含まれて

おります。

受取手形 　　　　27百万円

支払手形 　　　　84百万円

　また、連結会計年度末日が決済日となっている売掛

金及び買掛金は実際の決済日に処理しておりますの

で、連結会計年度末日決済売掛金及び買掛金が期末残

高に次のように含まれております。

売掛金 　　　　1,133百万円

買掛金 　　　　390百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年10月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年10月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。 

給料手当 3,932百万円

賞与引当金繰入額 261百万円

退職給付費用 275百万円

役員退職慰労引当金繰入額 21百万円

ポイント引当金繰入額 26百万円

貸倒引当金繰入額 4百万円

 

給料手当 4,053百万円

賞与引当金繰入額 251百万円

退職給付費用 244百万円

役員退職慰労引当金繰入額 18百万円

ポイント引当金繰入額 39百万円

貸倒引当金繰入額 72百万円

 

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年８月１日
至　平成22年10月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。 

給料手当 1,303百万円

賞与引当金繰入額 111百万円

退職給付費用 89百万円

役員退職慰労引当金繰入額 7百万円

ポイント引当金繰入額 4百万円

 

給料手当 1,334百万円

賞与引当金繰入額 125百万円

退職給付費用 78百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円

ポイント引当金繰入額 14百万円　

貸倒引当金繰入額 5百万円　

 

　 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年10月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年10月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

　対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年10月31日現在）

現金及び預金 3,183百万円

現金及び現金同等物 3,183百万円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

　対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年10月31日現在）

現金及び預金 2,669百万円

社内預金の保全に供している預金 △313百万円

現金及び現金同等物 2,356百万円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年10月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年２月１日　至　

平成22年10月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式 7,718千株

  

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式 400千株

  

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権又は新株引受権の四半期連結会計期間末残高 －  

４．配当に関する事項

（１）　配当金支払額

決議 株式の種類 　配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月16日

取締役会
普通株式 146百万円　 20円00銭平成22年１月31日平成22年４月７日 利益剰余金

平成22年９月10日

取締役会
普通株式 146百万円　 20円00銭平成22年７月31日平成22年10月15日利益剰余金

　　　　
　　　　　

　　　　　（２）　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期

　　　　　　　　連結会計期間末後となるもの　　　　

　　　　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　　　　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日)及び前第３四半期連結累計期間(自 

平成21年２月１日 至 平成21年10月31日)

　　当社及び連結子会社は、衣料品事業のみを営む単一セグメントのため、該当事項はありません。

 

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 

平成22年２月１日 至 平成22年10月31日)

　　当社及び連結子会社は、衣料品事業のみを営む単一セグメントのため、該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日)及び前第３四半期連結累計期間(自 

平成21年２月１日 至 平成21年10月31日)

　　本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメン

　ト情報の記載を省略しております。 

 

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 

平成22年２月１日 至 平成22年10月31日)

　　本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメン

　ト情報の記載を省略しております。 

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日)及び前第３四半期連結累計期間(自 

平成21年２月１日 至 平成21年10月31日)

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 

平成22年２月１日 至 平成22年10月31日)

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年10月31日）
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　　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあり

　ません。　　　

　　　　　　　

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年10月31日）

　　ヘッジ会計が適用されているものを除き、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日)

　該当事項はありません。　  

　

（企業結合等関係）

　　　　当第３四半期連結会計期間(自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日)

　　　　　該当事項はありません。  
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年10月31日）

前連結会計年度末
（平成22年１月31日）

１株当たり純資産額 2,427.54円 １株当たり純資産額 2,640.11円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年10月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年10月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △81.33円 １株当たり四半期純損失金額(△) △139.66円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載

しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載

しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年10月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年10月31日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（百万円） △595 △1,022

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（百万円）
△595 △1,022

期中平均株式数（千株） 7,319 7,317

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　 　 　

四半期純利益調整額（百万円）　 － －

普通株式増加数（千株）　 － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

――――― ―――――
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年８月１日
至　平成22年10月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △1.60円 １株当たり四半期純損失金額(△) △31.02円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載

しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載

しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年８月１日
至　平成22年10月31日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（百万円） △11 △227

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（百万円）
△11 △227

期中平均株式数（千株） 7,317 7,317

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　 　 　

四半期純利益調整額（百万円）　 － －

普通株式増加数（千株）　 － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

――――― ―――――

　　 　

（重要な後発事象）

          該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　当第３四半期連結会計期間(自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日)

　　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の賃貸借取引

　に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連

　結会計年度末と比較して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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２【その他】

　（剰余金の配当）

　　　平成22年９月10日開催の取締役会において、剰余金の配当を行うことを次のとおり決議いたしました。

　　　　①配当金の総額　　　　　　 　146百万円

　　　　②１株当たり配当金額　　 　　 20円00銭

　　　　③基準日　　　  　　  平成22年７月31日

　　　　④効力発生日　　　　　平成22年10月15日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年12月８日

クロスプラス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水上　圭祐　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 瀧沢　宏光　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクロスプラス株式会

社の平成21年２月１日から平成22年１月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年８月１日から平成

21年10月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年２月１日から平成21年10月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クロスプラス株式会社及び連結子会社の平成21年10月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

　　　　　　　期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 　 　 平成22年12月９日

クロスプラス株式会社 　 　 　

取締役会　御中 　 　 　

 

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水上　圭祐　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 瀧沢　宏光　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクロスプラス株式会

社の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年８月１日から平成

22年10月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年10月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クロスプラス株式会社及び連結子会社の平成22年10月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

　　　　　　　期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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